
消
防
防
災
の
組
織
と
活
動 

 

179 

第 

２ 

章 

 

第 4 節   教育訓練体制 

 

 

１．消防職団員の教育訓練 

 複雑多様化する災害や救急業務、火災予防業務の

高度化に消防職団員が適切に対応するためには、そ

の知識・技能の向上が不可欠であり、消防職団員に

対する教育訓練は極めて重要である。 

 消防職団員の教育訓練は、各消防本部、消防署、

消防団のほか、国においては消防大学校、都道府県

等においては消防学校において実施されている。こ

れらのほか、全国の救急隊員を対象に救急救命士の

国家資格を取得させるための教育を行う救急救命研 

修所などがある。 

 このように、消防職団員に対する教育訓練は、国、

都道府県、市町村等がそれぞれ機能を分担しながら、

相互に連携して実施されている。 

 

２．職場教育 

 各消防機関においては、平素からそれぞれの地域

特性を踏まえながら、計画的な教養訓練（職場教育）

が行われている。特に、常に危険が潜む災害現場に

おいて、指揮命令に基づく厳格な部隊活動が求めら

れる消防職員には、職務遂行にかける使命感と旺盛

な気力が不可欠であることから、各消防本部におい

ては様々な教養訓練を通じて、知識・技術の向上と

士気の高揚に努めている。 

 なお、消防庁においては職場教育における基準と

して、「消防訓練礼式の基準」「消防操法の基準」

「消防救助操法の基準」や、訓練時と警防活動時等

それぞれにおける安全管理マニュアルを定めるなど、

各消防機関による効率的かつ安全な訓練・活動の推

進を図っている。 

 

３．消防学校における教育訓練 

（１）消防学校の設置状況 

 都道府県は、消防組織法第 51条の規定により、財

政上の事情その他特別の事情のある場合を除くほか、

単独に又は共同して消防学校を設置しなければなら

ず、また、指定都市は、単独に又は都道府県と共同

して消防学校を設置することができるとされている。 

 平成 29年４月１日現在、消防学校は、全国 47都

道府県と指定都市である札幌市、千葉市、横浜市、

名古屋市、京都市、神戸市及び福岡市の７市並びに

東京消防庁に設置されており、全国に 55校ある（東

京都では、東京都消防訓練所及び東京消防庁消防学

校の２校が併設されている。）。 

 消防庁は、消防学校の施設や運営の努力目標とし

て「消防学校の施設、人員及び運営の基準」を定め、

消防学校における教育訓練の水準の確保、向上を進

めている。 

 

（２）教育訓練の種類 

消防学校における教育訓練の基準として、「消防

学校の教育訓練の基準」が定められている。各消防

学校では、この基準に定める「到達目標」を尊重し

た上で、「標準的な教科目及び時間数」を参考指針

として活用し、具体的なカリキュラムを定めている。

教育訓練の種類には、消防職員に対する初任教育、

専科教育、幹部教育及び特別教育と、消防団員に対

する基礎教育、専科教育、幹部教育及び特別教育が

ある。 

・「初任教育」とは、新たに採用された全ての消防

職員を対象に行う基礎的な教育訓練をいい、基準

上の教育時間は 800 時間とされている。 

・「基礎教育」とは、消防団員として入団後、経験

期間が短く、知識・技能の修得が必要な者を対象

に行う基礎的な教育訓練をいい、基準上の教育時

間は 24時間とされている。 

・「専科教育」とは、現任の消防職員及び主として

基礎教育を修了した消防団員を対象に行う特定の

分野に関する専門的な教育訓練をいう。 

・「幹部教育」とは、幹部及び幹部昇進予定者を対

象に行う消防幹部として一般的に必要な教育訓練

をいう。 

・「特別教育」とは、上記に掲げる以外の教育訓練
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で、特別の目的のために行うものをいう。 

 

（３）消防学校における教育訓練の充実強化 

 災害の大規模化・複雑多様化等により高度な消防

活動が求められているほか、消防法令の改正等に伴

い、予防業務の高度化・専門化も進んでいる。 

 このような背景の下、消防職員が適切に職務を遂

行していくためには知識・技術の更なる向上が必要

であることから、消防学校における教育訓練の充実 

強化を図ることを目的に、平成 27年３月に「消防学

校の施設、人員及び運営の基準」及び「消防学校の

教育訓練の基準」の一部をそれぞれ改正した。 

 この改正では、標準的に備えるべき施設として、

実際の災害を想定した実践的な訓練を行うことので

きる施設（模擬消火訓練装置、震災訓練施設等）を

加えたほか、安全管理面に配意した消防学校の教員

数の算定方式の改正、消防を巡る課題と必要性を踏

まえた適正な教科目及び時間配分への改正などを行

っている。 

 

（４）教育訓練の実施状況 

 消防職員については、平成 28 年度中に延べ３万

3,224 人が消防学校における教育訓練を受講した

（第 2-4-1 表）。消防団員については、平成 28年度

中に延べ４万 1,698 人が消防学校において又は消防

学校から教員の派遣を受けて教育訓練を受講した

（第 2-4-2 表）。 

消防団員にあっては、それぞれ他の本業を持って

いるため、消防学校での教育訓練が十分実施し難い

と認められる場合には、消防学校の教員を現地に派

遣して、教育訓練を行うことができるものとされて

おり、多くの消防学校でこの方法が採用されている。 

 また、消防学校では、消防職団員の教育訓練に支

障のない範囲で消防職団員以外の者に対する教育訓

練も行われており、平成 28年度中においては、地方

公共団体職員、地域の自主防災組織、婦人（女性）

防火クラブ、企業の自衛消防隊等延べ１万 369 人に

対し教育訓練が行われた。 

 

４．消防大学校における教育訓練及び技術的援助 

消防大学校は、国及び都道府県の消防事務に従事

する職員又は市町村の消防職団員に対し、幹部とし

て必要な高度な教育訓練を行うとともに、都道府県 

第2-4-1表 消防職員を対象とする教育訓練の実施
状況 

(人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(備考) ｢消防学校の教育訓練に関する調査｣により作成 

 

第2-4-2表 消防団員を対象とする教育訓練の実施
状況 

(人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）｢消防学校の教育訓練に関する調査｣により作成 

※「現場指揮課程」及び「分団指揮課程」の両過程の修了者は、「指揮幹

部科」を修了した者として計上している。 

※平成 26年３月の消防学校の教育訓練の基準の一部改正により、中級幹

部科は指揮幹部科に改められた。 

 
 

等の消防学校に対し、教育訓練に関する必要な技術

的援助を行っている。 

 

（１）施設・設備 

消防大学校には、教育訓練施設として、本館、第

２本館、訓練施設及び寄宿舎がある。 

本館には、250 人収容の大教室、３つの教室、視聴

覚教室、理化学燃焼実験室、図書館のほか、様々な

災害現場を模擬体験して指揮者としての状況判断能

力や指揮能力を養成する災害対応訓練室等を設けて

いる。 

学校
教育

教員
派遣

計
学校
教育

教員
派遣

計

基礎教育 3,859 7,682 11,541 4,672 4,753 9,425

専科教育 2,264 0 2,264 2,150 13 2,163

1,033 0 1,033 769 13 782

1,231 0 1,231 1,381 0 1,381

8,172 438 8,610 6,973 567 7,540

2,507 438 2,945 1,821 322 2,143

193 0 193 601 2 603

分団指揮課程 2,631 0 2,631 2,486 13 2,499

現場指揮課程 3,034 0 3,034 2,666 232 2,898

6,672 18,819 25,491 8,527 14,043 22,570

20,967 26,939 47,906 22,322 19,376 41,698

28年度実績

指揮幹部科修了者

特別教育

合計

27年度実績

警防科

機関科

幹部教育

初級幹部科

区　分

27年度 28年度

6,411 6,094

10,343 10,269

979 969

683 608

921 954

446 388

1,005 1,054

4,617 4,454

1,692 1,842

3,150 3,736

1,903 2,415

898 905

349 416

13,515 13,125

33,419 33,224

特別教育

合　計

救急科

救助科

幹部教育

初級幹部科

中級幹部科

上級幹部科

火災調査科

初任教育

専科教育

警防科

特殊災害科

予防査察科

危険物科
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第２本館には、300 人収容の講堂のほか、救急訓

練室、特別教室、屋内訓練場等を設けている。 

訓練施設には、スチームとスモークマシンを併用

し、濃煙熱気の環境下での訓練が可能な屋内火災防

御訓練棟及び地上 11階の高層訓練塔に加え、コンテ

ナ内で木材を燃やし、実際の火災現場と同様の環境

の変化を体験することができる実火災体験型訓練施

設を設けている。 

寄宿舎には、172 人収容の南寮と 52人収容の北寮

のほか、女性の寮生活に必要な浴室、トイレ、更衣

室、談話室などの女性専用施設を設けている。 

なお、教育訓練車両として、指揮隊車、普通ポン

プ車、水槽付きポンプ車、救助工作車、特殊災害対

応化学車、災害支援車及び高規格の救急自動車を保

有している。 

 

（２）教育訓練の実施状況 

消防大学校では、平成 28年度において、総合教育

及び専科教育で 1,087 人、実務講習で 595 人の卒業

生を送り出しており、卒業生数は、創設以来、平成

28年度までで延べ５万 9,183 人となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防大学校本館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NBC 災害対応訓練 

また、平成 29 年度の定員は 2,006 人としている

（第 2-4-3 表）。 

学科については、平成 18年度に大幅な再編を実施

し、その後も受講側のニーズ等を踏まえて適宜見直

しを行った結果、平成 28年度においては、年間に 20

の学科と 11の実務講習を実施した。 

各課程の教育訓練内容（授業科目）については、

各学科等の目的に応じて社会情勢の変化に伴った新

しい課題に対応するための科目として、ハラスメン

ト対策、メンタルヘルス、惨事ストレス対策、危機

管理、広報及び訴訟対応を取り入れるほか、情報シ

ステムを活用して、火災時指揮シミュレーション訓

練、大規模地震の際の受援シミュレーション訓練な

どに加えて、実火災体験型訓練施設を活用した実際

の火災に近い環境下での消防活動訓練（ホットトレ

ーニング）などカリキュラムの内容の充実を図って

いる。 

また、一部の課程では、インターネットを使った

事前学習（e-ラーニング）を取り入れ、限られた期間

内でより効率的な教育訓練が行えるようにしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

複数課程で実施する多数傷病者対応訓練 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実火災体験型訓練（危険物火災） 



 

182 

第 2-4-3 表 教育訓練実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年度は、女性の研修機会の拡大を図るた

め、女性専用コースとして、女性消防吏員のキャリ

ア形成の支援を主たる目的とした５日間の実務講習

を実施した。 

また、各学科の定員の５％を女性消防吏員の優先

枠として設定し、女性の入校を推進している。 

さらに、国際的な大規模イベント（2020 年東京オ

リンピック・パラリンピック競技大会等）の開催に

当たり、NBC 災害対応力の強化に資するために、オ

リンピック開催年度の平成 32年度まで、NBC コース

の教育日数を 10日間から 15日間に増やして実施し

ている。 

平成 29年度は、平成 27年度に開催した「消防大

学校における教育訓練等に関する検討会」において、

現任の消防学校教官には、それに相応しい高度の知

識及び能力の専門的な修得とともに、消防学校の教

育訓練のあり方を見直していけるような能力を高め

ることが必要であるとされたことを踏まえ、業務運

実施回数 卒業生 実施回数 定員

（回） （人） （回） （人）

幹部科 4 284 4 294 2か月
消防に関する高度の知識及び技術を総合的に修得させ、消防の上級幹部た
るに相応しい人材を養成する。

上級幹部科 1 50 1 54 2週間
消防に関する高度の知識及び技術を総合的に修得させ、現に消防の上級幹
部である者の資質を向上させる。

新任消防長・学校長科 2 55 2 120 2週間
新任の消防長・消防学校長に対し、その職に必要な知識及び能力を総合的に
修得させる。

消防団長科 2 61 2 72 1週間
消防団の上級幹部に対し、その職に必要な知識及び能力を総合的に修得さ
せる。

警防科 2 120 2 120 2か月
警防業務に関する高度の知識及び技術を専門的に修得させ、警防業務の教
育指導者等としての資質を向上させる。

救助科 2 120 2 120 2か月
救助業務に関する高度の知識及び技術を専門的に修得させ、救助業務の教
育指導者等としての資質を向上させる。

救急科 1 48 1 48 1か月
救急隊長等に対し、高度の知識及び能力を総合的に修得させ、救急業務の
指導者としての資質を向上させる（指導救命士養成教育を含む。）。

予防科 2 96 2 96 2か月
予防業務に関する高度の知識及び技術を専門的に修得させ、予防業務の教
育指導者等としての資質を向上させる。

危険物科 1 42 1 42 1か月
危険物保安業務に関する高度の知識及び技術を専門的に修得させ、危険物
保安業務の教育指導者等としての資質を向上させる。

火災調査科 2 96 2 96 2か月
火災調査業務に関する高度の知識及び技術を専門的に修得させ、火災調査
業務の教育指導者等としての資質を向上させる。

新任教官科 1 115 1 60 2週間
新任の消防学校教育訓練担当職員等に対し、その職に必要な知識及び能力
を専門的に修得させる。

現任教官科 - - 2 72 1週間
現任の消防学校教育訓練担当職員等に対し、業務運営の企画及び予防業務
又は警防業務を包括的に指導できる能力を向上させる。

20 1,087 22 1,194

指揮隊長コース 2 76 2 96 2週間
緊急消防援助隊の指揮支援部隊長等に対し、その業務に必要な知識及び能
力を修得させる。

高度救助・特別
高度救助コース

1 67 1 66 2週間
高度救助隊、特別高度救助隊の隊長等に対し、その業務に必要な知識及び
能力を修得させる。

ＮＢＣコース 1 66 1 66 3週間
緊急消防援助隊のＮＢＣ災害要員等に対し、NBC災害対応業務に必要な知
識及び能力を修得させる。

航空隊長コース 1 56 1 84 2週間
消防・防災航空隊の隊長等に対し、その業務に必要な知識及び能力を修得さ
せる。

危機管理・国民保護コース 1 69 1 96 1週間
地方公共団体の危機管理・防災実務管理者・国民保護担当者等に対し、その
業務に必要な知識及び能力を修得させる。

自主防災組織育成
コース

1 64 1 72 1週間
自主防災組織の育成担当者等に対し、その業務に必要な高度な知識及び能
力を修得させる。

自主防災組織育成短期
コース

2 90 2 128 2日
自主防災組織の育成業務に携わる担当職員に対し、その業務に必要な基礎
的知識及び能力を修得させる。

消防団活性化推進
コース

1 47 1 96 1週間
消防団の業務、教育訓練に携わる者に対し、その業務に必要な実務的な知
識及び能力を修得させる。

1 60 1 60 2週間
女性消防吏員の幹部候補生に対し、キャリア形成を支援し、職域拡大等を目
的とした知識及び能力を修得させる。

- - 1 48 1週間
消防本部の予防業務を主管する係長以上の者に対し、違反処理を始めとする
査察業務全般をマネジメントするために必要な知識及び能力を修得させる。

11 595 12 812

31 1,682 34 2,006

緊
急
消
防
援
助
隊
教
育
科

小計

実
務
講
習

合計

女性活躍推進コース

 査察業務マネジメントコース

危
機
管
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営の企画及び予防業務又は警防業務を包括的に指導

できる能力を向上させることを目的とした学科を新

設した。 

また、女性消防吏員の研修機会の拡大として、女

性専用コースの定員及び教育日数を増やして内容を

充実させるほか、出前講座として実施している「消

防大学校フォーラム」について、女性の活躍推進を

テーマとした内容で実施することとしている。 

このほか、消防本部の予防業務に携わる者を対象

に、査察業務全般をマネジメントするために必要な

知識及び能力を修得させることを目的とした実務講

習を新設した。 

 

（３）消防学校に対する技術的援助 

自然災害や火災・事故等の態様の多様化・大規模

化に伴い、都道府県の消防学校における教育訓練も

充実強化が求められていることから、消防大学校で

は、次のような技術的援助を行っている。 

 

ア 消防学校長・教官に対する教育訓練 

新任の消防学校長及び教官に対して、それぞれ、

新任消防長・学校長科及び新任教官科において教育

訓練を行っている。 

また、新任教官科及び現任教官科では、教育技法

の習得を中心に教育を実施するとともに、実際に講

義を行う演習を取り入れ、消防学校における教育指

導者養成を行っている。 

なお、新任教官科及び現任教官科以外の各学科に

おいても、教育指導者養成を目的の一つとしており、

教育技法の学習や講義演習を実施している。 

 

イ 講師の派遣 

消防学校における教育内容の充実のため、消防学

校からの要請により、警防、予防、救急、救助等の

消防行政・消防技術について講師の派遣を行ってい

る。平成 28年度は、延べ 113 回の講師の派遣を実施

した。 

 

ウ 消防教科書の編集 

消防学校において使用する初任者用教科書の編

集を行っており、平成 29年４月現在 21種類が発行

されている。 

 

エ 講師情報の提供等 

消防学校で行う教育訓練において、専門分野に一

定水準の知識・技術が担保された講師等を確保し、

教育訓練の質の更なる向上に資するため、消防大学

校卒業生名簿及び講師情報等を提供している。 

 

（４）特別講習会 

ラグビーワールドカップ 2019 及び 2020 年東京オ

リンピック・パラリンピック競技大会を控え、４か

年で 16 か所の会場所在県において特別講習会を計

画している。平成 29年度は北海道、兵庫県、埼玉県

及び福岡県の４か所で開催し、安全管理、多数傷病

者対応、NBC対応等の講義を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




